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「中国経済研究会」のお知らせ 

2011年度第5回（通算第21回）の中国経済研究会を下記の内容で開催することになりました。今回は中国経済の｢現場｣に精通する小島正憲氏に講演していただくことになっていますので、大勢の方のご参加をお待ちしております。 
記 

時  間： 2011年10月18日(火) 16：30－18：00 

場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館（詳細未定）
報告者： 小島正憲（中小企業家同友会上海倶楽部代表、東アジアセンター外部研究員、協力会理事)
テーマ： 「現場から見た中国経済の現状―労働力不足を中心に―」 

注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011年度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月19日（火）、 5月17日（火）、 6月21日（火）、7月19日(火) 

後期：10月18日（火）、11月15日（火）、12月20日（火）、1月17日（火） 

（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。） 
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主催

京都大学東アジア経済研究センター

共催

東京大学ものづくり経営研究センター

東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点

京都大学人文科学研究所付属現代中国研究センター

後援

京都大学東アジア経済研究センター協力会

中国自動車シンポジウム

現代自動車から何を学ぶか
―新興国における競争力要因―

■京都会場　　2011年11月5日(土) 13時

     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール

 ■東京会場　　2011年11月26日(土) 13時

    京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟）
総合司会
13:00-13:10

挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫

     東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎

13:10-13:50
京都大学大学院経済学研究科 教授
塩地 洋

現代自動車から何を学ぶか






―全体テーマと報告構成―

第１部　グローバル戦略
13:50-14:15
フォーイン 『アジア自動車調査月報』編集長
中田 徹

現代自動車のグローバル戦略と中国事業
14:15-14:40
事業創造大学院大学 教授

富山 栄子
現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス
14:40-15:05
東京都市大学都市生活学部 教授
井上 隆一郎
外資メーカーブランドの中での現代ブランド

15:05-15:30
三菱総合研究所 主任研究員

赤羽 淳

アンケート調査に見る北京現代ユーザーの特徴

第２部　日系メーカーとの差別化
15:40-16:05
愛知大学経済学部 教授

李 泰王

現代自動車のサプライヤー・ユーザー関係の再構築
16:05-16:30
東京大学大学院経済学研究科 (院)
徐 寧教

北京現代汽車のモノづくり思想
16:30-16:55
大阪商業大学総合経営学部 教授
孫 飛舟

内陸･下級都市にも重点をおいた流通ネットワーク
16:55-17:00
閉会挨拶
17:20-18:50
懇親会  京都会場:法経総合研究棟2階大会議室    東京会場:京都大学東京オフィス  （参加費2000円,協力会会員は無料）
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強

閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森經徳
お申し込みは,塩地shioji@econ.kyoto-u.ac.jpまで会場名,氏名･所属,懇親会出欠を御連絡ください｡(FAX:075-753-3492)

ただし東京会場(定員100名)は既に締め切りとなりました｡京都会場(定員500名)にお申し込みください｡
************************************************************************************************
中国ニュース　９.１２－９.１８
ヘッドライン
■　地溝油：産業チェーン暴露、利益＝２０００元／トン
■　労働：２０１０中国平均離職率１９％、来年賃金１割増の見込み
· ネットショッピング：２０１０年取引額＝５０００億元超、２００７年の８倍に
· 統計：２０１１年１～8月貿易黒字前年同期比１０％減少

· 不動産：８月１６大中都市の新築住宅値下がり
· 農業：綿花豊作、１１％増の７３８万トン
· 為替：２０１１年６月末までの対外債務残高は６４２５億ドル

· エネルギー：四川省で最深海相天然ガス田発見
· 旅行：中秋節各地旅行関連消費増、貴州休日３日間旅行消費１２億元超
· 事故：湖南省邵陽県で船が沈み、死者１２名、ケガ人２０名
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細

· 地溝油：産業チェーン暴露、利益＝２０００元／トン
【９月１４日　人民網等】このほど浙江、山東、河南省等１４省の公安部門が協力して地溝油（下水道の廃油などを原料につくった油）の地下工場を発見し、容疑者３２人を逮捕し、地溝油で作られたとみなされる食用油１００トンを押収した。調査によると、山東省済南格林バイオエネルギー公司が生物ディーゼル生産を装って、５５００～６０００元／トンで地溝油を浙江、四川、貴州、江蘇などから購入し、密かに食用油を生産し、８１００～８３００元／トンで（生産量は毎日数十トン）河南、河北、遼寧、陝西等の食用油業者に販売する。統計によると、中国で１年間に消費される地溝油は２００万～３００万トン（全国動・植物油消費量の１０％を占める）、地溝油業界の利益は３０億元にもなるという。山東省一級豆油の価格は１万元／トン強。

· 労働：２０１０中国平均離職率１９％、来年賃金１割増の見込み
【９月１５日　中新網】グローバル管理会社合益（ＨＡＹ）集団は２０１２年中国の賃金市場展望についての報告を発表した。報告によると、労働者の給料増は楽観的に見込まれているが、対照的なのは流動率の高さであるという。２０１１年平均賃金は前年同期比９．３％増で、２０１０年の６．９％よりは増加スピードが速い。しかし、２０１０年平均離職率は１９％、そのうち自発的離職率は１５％、０９年はそれぞれ１４．５％と１１％だった。今年も来年もこの値は継続的に上昇する見込みという。
· ネットショッピング：２０１０年取引額＝５０００億元超、２００７年の８倍に
【９月１３日　市場報】アリババ研究センターが９日発表した『ネット小売価格指数(ｉＳＰＩ)報告』によると、２０１０年中国ネットショッピング取引額は５１３１億元で、２００９年の２倍、２００７年の８倍、１０年社会商品小売総額の３％にあたるという。『報告』によると、２０１１年６月までに中国のネット使用者は４．８５億人に、ネットショッピング利用者は１．７３億人になったという。

· 統計：２０１１年１～8月貿易黒字前年同期比１０％減少
【９月１０日　税部総署】１～８月、中国貿易総額は２兆３５２５億ドルで、前年同期比２５．４％増となった。そのうち、輸出は１兆２２２６億ドルで、２３．６％増、輸入は１兆１２９９億ドル、２７．５％増。貿易黒字は１０％減の９２７億ドル。日本への輸出は２５％増の９４１億ドル、輸入は１４．６％増の１２７９億ドル、日本との貿易赤字は３３７億ドルで、７％減。

· 不動産：８月１６大中都市の新築住宅値下がり
【９月１８日　国家統計局】８月、７０大中都市における新築住宅価格の調査によると、１６都市で前月と比べて値下がりし、３０都市で横ばいであった。中古住宅価格は２６都市で前月と比べて値下がりし、１７都市で横ばいであった。今年前半、上場不動産企業１２０社の純利益は前年同期比２２％増の２０３億元だが、８月からは売れ行きが伸び悩み始めた。大手不動産会社万科集団の平均販売価格は今年最低の１０９１７元／㎡で、今年前半平均１１６０９元／㎡から６％も下がった。
· 農業：綿花豊作、１１％増の７３８万トン
【９月１５日　新華社】中国綿花協会の統計によると、今年度の中国綿花生産高は去年比１１％増の７３８万トンになる見込み。２０１０年綿花の価格は高騰と暴落が繰り返され、かつてない変動だった。綿花価格を安定化させるため、１０年３月末、中国政府は綿花臨時購入貯蔵政策を公布した。この政策によると、今年度綿花市場価格が１９８００元／トン以下に下がるなら、政府が購入するという。
· 為替：２０１１年６月末までの対外債務残高は６４２５億ドル
【９月１６日　国家為替管理局】６月末時点における中国の対外債務残高は６４２５億ドル、そのうち短期債務は４６２１億ドルで、全体の約７２％を占めた。通貨別に見ると、ドル建て債務の比率は前年度比８ポイント上昇して７８％、円立ての債務は前年度比０．６ポイント低下して８％、ユーロ建ての債務は０．３ポイント低下して４％。
· エネルギー：四川省で最深海相天然ガス田発見
【９月１８日　新華社】中国石化探査南方支社は、四川省で元坝ガス田を発見した。元坝ガス田は天然ガスが平均６６７３メートルの深さに埋蔵されている、大型海成相（古生物界の海領域）ガス田である。１６日、元坝ガス田は国土資源部鉱産物資源貯蔵量評価委員会の審議を通過した。第一期の調査でガス田の埋蔵量は１５９２．５億㎥、ガス埋蔵面積は１５５．３k㎡ということが分かった。
■　旅行：中秋節各地旅行関連消費増、貴州休日３日間旅行消費１２億元超
【９月１２日　中国網等】今年の中秋節３日間連続の休日で各地は旅行客でにぎわった。わずか３日間で、貴州、四川、北京の旅行消費はそれぞれ１２億元強、３５億元、１０億元にもなった。中国旅行研究院等の報告によると、今年国慶節連休（１０月１～９日）における国内旅行者数は去年同期比２０％増の、のべ３億人になると予想される。同報告によると、国内旅行消費は去年より２５％増の１４５０億元、一人当たりの国内旅行消費は去年同期の４５９元よりやや高い、４８０元になる見込みという。
· 事故：湖南省邵陽県で船が沈み、死者１２名、ケガ人２０名

【９月１０日　新華社等】９日午後３時２０分、湖南省邵陽県塘田市鎮で５０人（うち未成年４１人）の乗客を乗せた船が川辺に停泊していた砂堀船のワイヤロープに絡みつき、ロープを切断したところ、船が転覆し、沈没した。１２人の死者（うち未成年９人）と２０人のケガ人が出た。この鎮は川によって南北に分かれており、船でしか行き来できない。この船は多くの学生を乗せて、学校に向かっていた。この事故で副県長が免職された。
************************************************************************************************
中国（労働者・経営者・政府）の変質　　
１２．ＳＥＰ．１１
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
１．中国人労働者の変質

①労働者の権利意識の高揚

今年の６月、従業員２０００人余を抱える深圳の某日系企業で、全従業員を巻き込んだストライキがあった。昨今、中国では労働者のストライキが頻発しているので、私は、この騒動も取り立てて騒ぐほどのことでもないと思っていた。しかし現地に行きその内容を詳細に調べた結果、このストライキが今後の中国の労働者の動向を見る上で、きわめて重要であることに気が付いた。このストライキは、深圳市の電力不足に対応した会社側が木・金を土・日の出勤に振り替えたところから始まった。会社側は市政府の節電要請を受けての対策なので、通常日出勤の給与額の支払いを予定していた。ところが労働者側は休日出勤（通常日のほぼ倍額）の給与額の支払いを要求してきた。会社側がそれを拒絶したので、労働者側はストライキに打って出た。間に入った市労働局が会社側に休日出勤の給与を支払うことを命じたので、会社側はやむなくこれに応じた。事態はこれで一件落着したかに見えたが、問題はそれからだった。

ストライキに勝利したことに味をしめた一部の労働者が、とんでもない要求を会社側に突きつけてきたからである。この会社では、創業以来、朝の始業時間は８時となっており、従業員はその３分前に出社し、朝礼と簡単な掃除を行うことが慣例となっていた。労働者側はその３分間を早出勤務とみなし、過去に遡って会社側に給与を支払えと要求してきたのである。当然のことながら、会社側はそれを拒否した。すると一部の労働者が、再度ストライキに突入した。再び、間に入った市労働局は会社側に、在職中の労働者約２０００人に、「３分間分の給与を過去７年間に遡って支払え」と命じた。会社側は完全に敗北した　（※実際の事件はかなり複雑であるが、ここではわかりやすくするため単純化した）。

中国では２００７年の新労働契約法の施行以後、労働争議が頻発し、そのほとんどで経営者側が敗北している。これを巷では、「労働者の権利意識の高揚」と持ち上げ、煽り立てている。もちろん「労働者の権利意識の高揚」は悪いことではない。しかしそれが中国社会にとって全面的によいことであると、礼賛されるべきことでもないと私は考える。それが中国社会を混乱させ、停滞させ、ひいては全世界の経済混迷に拍車をかけることになるとするならば、なおさらである。中国政府は北京五輪の開催と引き替えに、先進資本主義各国から圧力をかけられ、国内の多くの企業の反対を押し切って、新労働契約法の施行に踏み切った。そのとき中国社会は「人手不足」状態に入っており、わざわざ法制面から労働者を保護しなくても、労働力の需給関係から、給与や労働環境を含めて労働者の地位は格段に上がってきていた。その意味で新労働契約法施行の必要性はまったくなかった。その結果、労働集約型外資はこの新労働契約法を嫌って、続々と中国を撤退した。またこの新労働契約法の施行は、労働者にストライキをすれば必ず勝てるという確信を植え付け、職場から労働モラルを奪う結果となった。中国政府は他の方法で労働者保護を考えるべきであったし、その時期を勘案するべきであった。さらに先進資本主義各国も、中国にそれを無理強いするべきではなかった。

中国はまだ社会主義国家を標榜しており、労働者階級の前衛党である中国共産党が権力を握っている。その中国が、資本家階級の搾取から労働者階級を守るために作られた労働法を、先進資本主義諸国の圧力を受け、社会主義国家の法体系として採用した。社会主義の労働モラルを代表する「社会主義競争」などという言葉は、死語になって久しいが、かつて中国には社会主義の労働モラルがあった。新労働契約法は社会主義社会に生きてきた中国の労働者のモラルの思想的根拠を完全に喪失させた。

②労働意欲の減退とモラルの喪失

「職場は人間教育の場でもある」と、私は思っている。職場には知識や技術や人間関係など、金銭では買えないものが汪溢している。それを円滑に吸収するために、先輩よりも早く出勤し掃除などを行い、作業環境を整えるのは、人間として当然のことである。またその職場で知識や技術や人間関係を学び取るには、先輩たちに負けないように必死で働かねばならないし、先輩たちの所作を真似することによって、自らを磨かねばならない。ときには先輩たちから怒鳴られることもあるだろう。しかしその過程を経て、知識や技術は伝承していくものである。また先輩たちの苦言を、歯を食いしばって耐え、逆に新生面を切り開くところに人生の面白さがある。受け身であり強制された行動からは、新しい考えやモノは生み出されない。職場で時間を忘れて知恵を振り絞り、汗と油にまみれて工夫を続けるようでなければ、独創的なモノは生まれない。たとえそれが金銭で報われなくとも、それを面白いと思う人間でなければ、職場を進化させ、社会を進歩させることはできない。

２０年前、私が中国に進出したころ、私は自ら中国の若者に縫製技術や経営手法などを、寝食を忘れて教えた。夜遅くなり宿舎に戻れず、工場の裁断台の上で寝たこともあった。また数週間、休日がなかったこともあった。余談だが、私は地方政府から「労働模範」として表彰されたこともある。連日、深夜に及ぶことがほとんどだったが、中国の若者たちは目を輝かせて、私の教えを学んだ。そのとき彼らは、だれも私に、残業手当や休日出勤手当を要求しなかった。今、彼らのほとんどが、大きく立派に成長し、経営者や工場管理者になっている。
それから１５年後の２００３年ごろから、中国は人手不足となり、その結果、労働者の質が大きく変わってきた。労働者はより給料の高い職場へ簡単に転職するようになった。労働者は自らの能力や技術を磨くのではなく、転職を繰り返すことによって、その待遇を向上させていく道を選択するようになった。

その当時、私は上海でCADを使って服装パターンを作製する事業を始めていた。大学で洋裁の基礎を勉強しただけの新入生を迎え入れ、日本から一流の先生を送り込み、彼らに技術をみっちり教え込もうと考えていた。そこで彼らにまず、「服装パターン作製の技術を完全にマスターし、１人前になるには、最低でも１０年間が必要である。しっかり落ち着いて勉強するように」と、繰り返し話して聞かせた。それが日本人の常識だったからである。そのとき彼らはその言葉を神妙に聞き頷いていた。ところが１年ほど経つと、ほとんどの新入社員がやめてしまった。彼らは他の会社に、「私は一流の服装パターンナーである」と自分で売り込み、高給を得る道を選んだのである。私は、まだ卵の域を出ない彼らを採用するそれらの会社のレベルに驚くと同時に、自らの力量をわきまえず、それ以上努力精進しようとしない彼らの姿に唖然としたものだった。この傾向は現在でも依然として続いており、その勢いは増すばかりである。

その上、２００７年末以降、労働者はストライキをして、簡単に自らの労働条件を改善するという手段を覚えてしまった。労働者には、自らの力を鍛え上げることによって、自らを成長させ、その結果、自らの条件を良くしていくという意欲は完全になくなった。職場では、ちょっとした不満があると、すぐにストライキやサボタージュに訴える労働者が増え、それも面倒だと思う労働者は給料を受け取ると、さっさと会社をやめて行くようになった。さらに最近では、若年労働者は８０・９０后と呼ばれる一人っ子世代となり、労働現場では驚くべき現象が起き始めた。わがままで勝手気ままな彼らは、日給制で働くことを望み、給与が懐に入るとすぐに遊びに使ってしまう。彼らは働くよりも遊ぶことを優先するように成り果てた。中国全土の随所で、このような若者の日雇い市場などが出現するようになっているほどである。

ある中国メディアによれば、最近、「新入社員の電撃退職」が流行っているそうである。大卒社員のうち、約３０％が入社１年以内で退職しているという。「電撃退職」する新入社員たちは、（１）会社の雰囲気への不適応、（２）自己能力を期待したほど発揮できない、（３）会社の前途への不安、（４）収入や待遇への不満、（５）仕事が楽しくない、（６）厳しい要求からの逃避、（７）親の意向を尊重するなどの消極的な入社、などの理由を挙げている。これに対して社会の先輩たちは、「一時の困難に負けず、自分の会社に対して冷静な分析をした後の決定が大切だ」とアドバイスしているという。また最近の新卒大学生へのアンケートによれば、巷では就職難が声高に叫ばれているが、就職内定辞退者が１６％と増加傾向にあることがわかった。またある調査では、上海の新卒大学生の希望する月給はおおむね４０００元以上であり、これに対して企業側が提示している月給はほぼ３０００元であるという結果が報じられている。しかも学生たちは就きたくない職務として顧客サービス、仕入れ、デザインなどを挙げているが、企業側は顧客サービス関連の人材をもっとも欲しており、ここには完全なミスマッチ現象があらわれている。これらは明らかに、現代中国の若者たちが、わがままで職業観が希薄であり、労働意欲が減退しているという傾向を示している。

今、中国の労働者は現場労働を忌避するようになっている。拝金主義思想にどっぷり浸かってしまった彼らは、無償では絶対に動かず、しかも楽をして金を儲ける方向に走っている。労働現場を通じて、労働者自身が自らの能力や技術を高めていくという当然のことを志向しなくなっている。今、中国では労働モラルが音を立てて崩壊している。
２．中国人経営者の変質

①高級経営幹部の大量退社

ある大手中国メディアの記者の調査では、７月の１か月間だけで、A株上場会社の高級管理者が合計８８名辞職したという（ここでの高級管理者とは、董事長、董事、監事、総経理、副総経理など、会社の重要幹部を指す）。これらの高級管理者には、自社株を保有している者が多く、そして２人以上で一斉に退社したという共通の現象がある。これらのことから、巷ではこの高級管理者たちの大量退社は、「自社株の売り抜け準備」ではないかと言われている。中国では、「自社株を持っている高級管理者は、上場後１年以内にはそれを譲渡することができない」という法律になっている。したがって高級管理者が早く自社株を譲渡し、大儲けしようするならば、会社を辞職すること、つまり自分の会社を放り出し、縁を切ることがもっとも手っ取り早いのである。記者は、この記事を「今後もこの傾向が続くことは疑いない」という文句で締めくくっている。たしかに、私がこれまで接触してきた多くの中国人経営者の中にも、たとえそれが自分で創業した企業であっても、「上場後の売り抜け」を考えていたし、事業環境の悪化から、それを最後の金儲けの手段と考えているものが結構いた。

②経営者の経営意欲の減退とモラルの崩壊

資本主義社会は資本家と労働者の敵対する２大階級で構成されており、資本家は強者であり、労働者は弱者である。また資本家は労働者を搾取することによって巨利を貪るのが常であり、ときにそれは労働者の生存権を脅かすほどになる。資本の論理つまり金儲けの欲望は、資本家を狂気に導く。したがって資本家は常に自らを、性悪な搾取者であると意識し、経営者としてのモラルを守り、狂気の道に入り込まないように、すべての行動を戒めなければならない。私が尊敬する飯田経夫先生は、その著書「経済学の終わり」の中で、「若いときに勉強した“マル経”の教えを旨としつつ、仕事してはカネ儲けに励み、つねになにがしかの罪の意識に苛まれながら、みずからの行為を律した財界・経済界のリーダーが、過去にはかなりいたという事実は、まことに感動的だと思う」と書かれている。私は、ここに現代に生きる経営者に必要なモラルが凝縮されていると思うし、このような経営者がいたからこそ、戦後の日本の高度成長や産業構造の転換が可能だったと考えている。

上述の「高級管理者の大量一斉退社」という現象ほど華々しくはないが、今、中国の企業の現場では高級管理者が、いっせいに財テクに走っている。それはあたかもかつての日本がバブル経済のときに、企業の幹部が財テクに血眼になっていたのとまったく同様に見える。しかし中国では事態はもっと深刻である。なぜならそれは企業が５重苦と呼ばれるような経営環境に置かれており、実業では業績を維持することがきわめて難しくなっているところから、苦肉の策として行われているからである。ちなみに５重苦とは、労働争議の頻発（人手不足）、人件費高、金融難、電力不足、原材料高である。

中国メディアは連日、この５重苦によって「中小企業は虫の息」であると報じている。そしてとうとう８／２５、中国民営の広東省仏山市のプラスティック工場が倒産し、１１００人の従業員を置き去りにして、中国人経営者が失踪する事件が起きた。今までも、韓国企業の経営者の夜逃げはよく新聞記事になっていたが、このような大型企業の中国人経営者の夜逃げ報道はほとんどなかった。モグリの中小零細企業では、実際にはそのような事件もかなりあったのだろうが、今回の事件は隠しおおせなくなったのではないかとも思う。政府はこの手の夜逃げの連鎖反応が起きないかと危惧している。

５重苦の中でも、とりわけ経営者から経営意欲を奪っているものは、労働争議の頻発である。現下の労働争議は、２００７年末の労働者絶対有利の新労働契約法の施行に端を発しており、それが人手不足という状況下で起きているため、ひとたび労働争議が生ずれば経営者はほぼ完璧に負ける結果となる。そしてその後、経営者は労働者に足下を見透かされ、譲歩に次ぐ譲歩、妥協に次ぐ妥協を余儀なくされている。こうなると、企業内では労働者と経営者の地位が逆転し、労働者は経営者を見下すようになり、経営者の威光も意向も労働者にはまったく通じなくなる。一般に中国人は面子を大事にすると言われている。ことに中国人経営者は立派な部屋でふんぞり返っている人が多い。日本人のように「便所掃除を日課としているような経営者」、つまり「労働者に頭を下げることに抵抗がない経営者」などは、どこにもいない。それが昨今では、営々として築いてきた自分の会社で、自分が給料を払っている労働者に頭を下げなければならない事態となっているのである。これが中国人経営者にとってはもっとも屈辱であり、経営意欲をなくさせている元凶である。

したがって現在、中国人経営者は「人を使う実業」を嫌い、「人を使わなくてもよい虚業」に精を出すようになっている。新聞の広告を見ても、一時大流行したMBAの広告は激減し、株やマンションなどの勉強会の広告が目立つ。つまりこれは真剣に経営を勉強しようとする経営者が減り、手っ取り早く投機で儲けようとする経営者が増えていることを示す。また手持ち資金をなんらかの形でインフォーマル金融に回し、巨利をつかもうとしている経営者が多くなっている。今や、中国人経営者は地道に実業で利益を出すことを諦め、企業の存続の道を虚業の世界に追い求めているのである。

社会主義を標榜してきた中国には、本物の経営者は育っていない。なぜなら元来、社会主義社会には資本家や経営者がいなかったからである。皮肉なことに、かつての中国には「資本主義社会は資本家と労働者という２種類の人間で構成されており、それは敵対的階級として存在している」という共産主義思想はあっても実態は存在せず、したがって労働者の造反という事態もなく、現下のストライキに対処する経営者の思想的準備もなかった。また資本主義社会で「労働者の敵」として生き抜き、その中で培って来た経営者の知恵やモラルは、にわか仕立ての中国の経営者には根付かなかった。それが、今、中国のすべての経営者を虚業に向かわせてしまうという事態を生起させた元凶の一つでもある。

今、中国では経営者が経営意欲をなくし、その結果、経営モラルが音を立てて崩壊している。

③ロボット多用の道

人手不足に直面し労働者の造反に苦悩する経営者たちは、最近、ロボットに活路を見いだそうとしている。富士康の郭董事長は、７月末、「深圳工場に、３年以内に１００万台のロボットを導入する」と発表した。このように中国での人件費高騰で、今までの人海戦術を棄て自動化を検討する企業が増えてきた。需要急増を受けて、日本のロボット・工作機械メーカーは、高性能機の中国での現地生産に踏み切った。しかしながら一般企業にとって、ロボットや自動機の導入は、巨額の初期投資が必要なため、財務の一時的悪化は避けられない。しかも生産ラインの大幅変更を伴い、それらを使いこなす技術者も新たに養成しなければならない。残念ながら、私には現在のモラルの低下した中国人労働者がそれらの環境の激変に応え、新たに勉強し直して、ロボットや自動機を使いこなすようになるとは思えない。むしろ今まで、単純作業に従事し安閑としていた労働者たちは、ラッダイト運動（機械打ち壊し運動）を起こすのではないかと思う。

経営者も現場に入って、陣頭指揮でロボットや自動機を使いこなそうとはせず、結局、宝の持ち腐れになるのではないかと考える。経営者も労働者も高い教養やモラルを身に付けていなければ、ロボットを工場内で積極的に活用することはできない。かつて日本でも多くの企業がこぞってロボットや自動機を導入したことによって、ロボットや自動機のメーカーだけが大儲けし、導入した企業は巨額の投資に苦しみ、借金と設備投資を繰り返さざるを得ない借金地獄に落ち込んだ時代があったが、中国の経営者もその道に落ち込む危険性があり、モラルのない経営者の多くが夜逃げする事態となる可能性がある。
④経営者は疲労困憊→倒産企業続出

鄧小平の南巡講話以来、中国人経営者たちは幾度もの政治経済の激変の中を生き抜いて来た。それまで市場経済という言葉すら知らなかった中国人が、外資進出の波に乗って、金儲けに狂奔することになったのである。ことに南巡講話時点で、２０代後半の若者たちは、文革以後にある程度の教育を受けていたため、その波を柔軟に受け入れ、大きく変身して行った。残念ながらそのとき３０代後半の中国人は文革世代で、教育を受ける機会を奪われていたため水準が低く、しかも頭が固く、要領よく立ち回ることができなかった。したがって１９９０年代の中国の経営者たちには、若くて溌剌とした若者が多かった。彼らは頭上に重石がなかったこともあって、中国の高度経済成長の中で、そのほとんどが大小の差はあれチャイニーズ・ドリームを実現した。

あれから２０年、当時の若者は、今では５０代に差し掛かろうとしている。日本では５０代の経営者は、まだ若僧と見られるが、最近の中国では、それらの経営者がよく引退を口にするようになった。彼らはこの２０年間の政治経済の激変を全力で疾走し、それを乗り切ってきており、疲労困憊の極に達しているからである。ましてや今、経営者の眼前には、労働者の造反などに象徴されるような屈辱の毎日が立ちはだかっている。経営者にはその新たな壁を乗り切る気力は残っていない。彼らといっしょに働いてきた私には、彼らが実業をやめ、余裕資金を財テクに回し、虚業に走る気持がよく理解できる。現在、中国では多くの合弁会社がちょうど２０年の契約満了の時期を迎えており、そこでは中国側経営陣から合弁解消の声も聞かれるようになってきた。また５重苦の企業環境を嫌い、相棒の労働集約型外資がさっさと中国から撤退してしまった企業では、残された中国人経営者が悪戦苦闘する羽目となっている。その中には倒産という運命をたどる企業も少なくない。なお中国メディアは５重苦の企業環境を以下のように報道している。

・９／０５付けの香港経済日報　：　珠江デルタ地区で工場倒産が続出。国務院が関係部門の合同調査チームを現地に派遣。倒産続出の主因は、欧米からの受注減少、中国国内の金融引き締めや人民元高、賃金上昇が影響。２００８年の世界金融危機の時よりも状況は悪いという声もある。

・浙江省で、上半期、中小企業１万４，５００社が倒産。人件費高を始めとするコスト高が主因。融資難、融資コストの上昇、労働力不足などの圧力も大きい。このままの状態が続けば来年の春節開けには沿海部の中小企業の４０％が、操業停止か操業日数の減少を迫られるという声が上がっている。

・温州の中小企業、２割が人手不足で半休業状態。今年の春節以降、温州を含む浙江省では人手不足が表面化。８０％以上の企業が人手不足を訴えており、生産調整を余儀なくされている。

・珠江デルタ地区全体で、２００万人以上の労働者不足。この地区の労働者の給与は約３０％上昇し、平均３０００元超。

・北京市人力資源社会保障局によると、第２四半期の同市の求人倍率は４．１１倍となり、依然として雇用のミスマッチが続いていると判断。

・上海市、家政婦の月給の目安発表。最高は６１００元(約７万５千円)、最低は２０００元(約２万５千円)。

・８／２１付けの瀋陽網　：　遼寧省瀋陽市にある中小企業の約８０％が資金繰り難に陥っている。

・山東省中小企業弁公室によると、政府の金融引き締めや、電力・石炭などの値上がりに伴う生産コストの上昇を受け、山東省中小企業の資金圧力が高まっている。同省中小企業の資金不足は約４０００億元（約５兆円）に達し、資金不足を理由に、一部の中小製造メーカーでは生産停止の可能性が高まっている。

・８／２３付けの福建省地元紙　：　福建省の企業の６４％、流動資金が逼迫。

・９／０６、上海市政府は、中小企業向け融資の環境改善に向け、財政資金３０億元を投じると発表。金融引き締めのため資金繰り難に直面する中小企業への資金供給を促進する目的。

・東莞市、１０億元の外資系支援基金設立。今年に入り欧米市場が低迷し、また人件費や原材料価格の高騰などから、多くの外資系企業の経営状態が悪化していることに対応。

・広西チワン族自治区南寧市の飼料業者、電力不足で３割減産。多くの業者は電力不足で１日５時間程度しか稼働できず、このままの状態が続けば倒産すると悲鳴をあげている。

・広東省の電力不足、「５年ぶりの深刻さ」。渇水や石炭不足で、発電量が大幅に減っていることが原因。当局が工場などに、計画停電や休日の振り替え、夜間操業などを要請。

・８／３１午後、華南地域の送電事業を担う中国南方電網は電力不足警報を出した。広西は４０％、貴州は３５％の不足。

３．中国政府の変質

①政府の譲歩

大方の期待に反して、中国におけるジャスミン革命は不発で終わった。しかしそれは表面だけであり、ネットの威力は明らかに政府の対応を変化させてきている。昨今の大型抗議行動への政府の対応を見てみると、それはよく分かる。

・４／２１、２２の両日、上海で港湾トラックの運転手約２０００人が、諸条件の改善を求めてストライキを行った。市政府は多数の警察を動員して抗議行動を鎮めると同時に、運転手たちの要求に対して１週間後の返答を約束した。ところが早くも３日後の４／２５、市政府は運転手たちの要求を呑む形で、８項目の方針を発表した。

・５／１０、内モンゴル自治区でモンゴル族遊牧民が、漢族トラック運転手に轢き殺されるという事件が起き、それはまたくまにネットで報じられた。モンゴル族の怒りは増幅され、上級都市に波及し、５／３０、ネット上で区都の呼和浩特市での抗議活動が呼びかけられた。区政府はその集結場所とされた新華広場に武装警察を出動させ、厳重な警戒をしいたので、モンゴル族の抗議活動は完全に封じ込められた。一方で区政府は、今回の事件発生現場の当事者に、素早く補償金などを支給し、同時に当地の共産党書記を解任し、内モンゴル地域での中学・高校の「学費免除・教材費免除」の範囲を広めることにした。６／１５，温家宝首相は国務院常務会議を開催し、「内モンゴル自治区の発展を加速させ、生活水準の改善や社会安定を図る方針」を決定した。

・８／１４、大連の市政府庁舎前に、１万数千人の市民が集まり、郊外にある化学工場の移転を求めて抗議行動を行った。市政府側は、夕方になって大量の武装警察を出動させ、事態を鎮静化させると同時に、唐軍大連共産党書記が現場で、市民に工場の移転を約束した。

上記の３つの事件の共通点は、政府が事態を鎮静化させた後、抗議者の要求を呑んで一方的に譲歩していることと、早期にそれを決定していることである。今後の大型抗議行動に関しても、おそらく同様の傾向が続くものと思われる。つまり政府は、「アメとムチの政策」のうち、今まで多用してきた「ムチ」を最小限に抑え、「アメ」を最大限に使うことによって、人民の抗議行動を押さえ込んで行く方向に転換したものと思われる。つまり政府は、「国民生活の向上」でもって「国民の怒りを鎮める」ことに注力し、大半の人民に「明日の正義より今日の暮らし」を選択させ、政権の延命を図ろうと考え始めたのである。

しかしながら、「アメの政策」を多用していくには、その財源が必要である。残念ながら中国の国家財政にはその余裕はないと、私は見ている。もちろんまだ貿易面でも黒字基調が続いており、バブル経済が進行中の現状では多額の税金収入もあり、それは表面化していない。しかし今まで主要財源として政府の懐を潤してきた土地売却収入には陰りが現れてきており、中国政府は次なる「打ち出の小槌」を見いださなければならない事態に追い込まれていると言える。

②中国は世界の市場のカラクリ

現在、日本の対中投資は第４次ブーム到来の兆しを見せている。ジェトロの北アジア課の真家陽一課長は、９／２８、都内で開かれたアジアビジネスセミナーで、「これまで日本の対中投資は製造業が中心を担っていたが、最近の傾向としては省エネ・環境産業、卸売・小売産業、金融業などの非製造業が際立ってきた。進出地域も上海などの沿海部に集中していたのが、まだ人件費も安く、開発途上の内陸部が注目を集めている」と話した。多くの日本企業が、停滞する日本経済に見切りをつけ、中国市場を目がけて殺到しつつあるのである。

かつて欧米各国は自国になだれ込んで来る中国製品に閉口して、中国政府にWTOに加盟し国際ルールを守るように、強く要求した。それを受けて中国政府は、米国にクォーター制度を撤廃させることなどを交換条件にしてWTOに加盟し、中国市場を開放することにした。この決定が、皮肉にも現在、中国政府を大きく助けることになったのである。中国が自国市場を開放したことによって、世界各国の商業資本が大金を持って、こぞって参入してきたからである。また中国市場の成長性を想定して、現地で生産し販売しようとする企業も、新たに続々と工場進出を始めた。つまり中国政府は、「中国は世界の市場」と声高に宣伝することによって、再び大量の外資を呼び込むことに成功したのである。中国政府にとって、これはいわば無償の資金援助であり、願ってもない新たな「打ち出の小槌」となったのである。「世界の工場」としての中国への投資が一段落していたときに、「瓢箪から駒」のような形で、外資がなだれ込んできたのである。その額は、「世界の工場」のときよりも、「世界の市場」を標榜する現在の方が、はるかに多い。

しかしながら実際に中国市場で、外資が大儲けしているという話はあまり聞いたことがない。まだ多くの企業が先行投資の段階であり、単年度大幅黒字となり、投下資金を回収し、多額の配当を本国にもたらすのは、まだまだ先のことのようである。足下の中国市場をつぶさに見ても、地場の中国企業でも大儲けしているところは少なく、意外に倒産企業も多い。そもそも中国内需経済のめざましい発展とは、中国政府が演出したものであり、諸外国がその幻想に色めき立ち踊らされているというのが実際の姿ではないだろうか。

２００８年６月時点で、中国経済は大きく冷え込んだ。北京五輪を目前に控えていた中国政府は慌てふためき、景気浮揚のために、ただちに金融緩和に踏み切り、同時に家電下郷、汽車下郷政策などの内需活性化策を繰り出した。その後、リーマンショックに見舞われたため、中国政府は中途半端な経済政策を棄て、４兆元規模の財政出動の号令をかけた。それが内陸部へのインフラ投資などに集中的に使われたため、中国内需は一気に活性化し、各種の統計もそれを裏付けた。中国は日本を抜きGDP世界第２位に躍り出た。そしてこのチャンスを逃すまいとする外資が、幻想の中国市場を目がけて殺到した。この投資ブームがさらに中国の内需景気を押し上げる結果となったのである。またも中国は現下の苦境を、他力依存で乗り切る展開となったのである。しかしながら中国市場の景気は、４兆元のカンフル剤のおかげで浮揚しているだけだから、当然のことながら、その効き目がなくなれば減退する。また外資が、中国市場が幻想であり、意外に儲からないことに気が付いたとき、外資の総撤退が始まり、中国政府は新たな「打ち出の小槌」探しに奔走しなければならなくなる。

③産業構造の転換は不可能

「世界の工場」としてその名を馳せた中国だったが、最低賃金の急激な引き上げや労働争議の頻発に嫌気がさした労働集約型外資は次々と中国から撤退し、ベトナム・バングラデシュ・インドネシアなどに生産基地をシフトさせている。米スポーツ用品大手ナイキのシューズ生産も、中国はトップの座をベトナムに譲り渡した。中国政府は今後５年間で賃金を２倍にすると言っているが、外資はその期間がもっと短くなると予測し、足早に拠点を中国から他国に移している。

中国政府も労働集約型外資の総撤退は想定済みであり、現在、IT・自動車・環境など技術集約型産業や知識集約型産業への構造の転換を最重要政策として掲げている。これは先進各国も通過してきた道であり、当然のことではある。しかし必ずしも中国がそれに成功するとは限らない。
かつて日本はオイルショックに遭遇し、経済は崩壊の危機に瀕した。そのとき日本政府は日本国民に、節電と省エネ・省力・省人を強くよびかけた。いわば国民に臥薪嘗胆を迫ったのである。日本国民は企業も家庭も、いっせいに政府のよびかけに応えてその努力を重ねた。その結果、日本は「重厚長大から軽薄短小」へと産業構造の転換を達成し、世界に冠たる「技術王国」となった。わが社のようなロウテク主体の中小企業でも、生産工程の省エネ・省力・省人のための自動化を徹底して研究した。私も１日中、工場に入り、汗にまみれて機械をいじったものである。

当時、日本にはハングリーで勤労意欲の高い労働者と、自ら汗を流すことをいとわない真面目な経営者が揃っていた。　　工場内では日夜、QCサークルなどを通じて改善運動が展開された。労働者は報酬の有無に関係なく改善提案を出し続けたし、休日にもかかわらずQC大会などに無報酬で参加した。経営者もそれに応えて、銀行に個人の全財産を担保に差し出して、社員の生活を守るために必死で資金繰りを行った。そして社員と寝食を共にして、改善運動を行った。このようにして日本は産業構造の転換を自力更正で勝ち取ったのである。

現在、中国は資源・エネルギー不足という事態に陥っている。しかし中国は人民に耐乏生活をよびかけてはいない。逆に中国政府は資金にモノを言わせて、全世界から資源・エネルギーをかき集めることで、この危機を乗り切ろうとしている。したがって中国人民は相変わらず資源・エネルギーを浪費し続けている。

他方、中国政府は産業構造の転換を、従来通り他力依存で成し遂げようとしている。地方政府は立派なハイテク工業団地を造成し、他国からIT・自動車・環境など技術集約型産業や知識集約型産業を誘致することに全力をあげている。広東省は７月末、同省にハイテク産業を誘致するために、日本に大型代表団を派遣した。このミッションで東莞市だけでも、日本企業約６０社と２億ドルを超える増資・生産拡大の合意に達したという。欧米各国や台湾や韓国にも同様のミッションが大量に派遣されている。

中国政府は中国人民に、臥薪嘗胆を呼びかけず、他力依存で「３匹目のどじょう」を狙っている。しかし産業構造の転換は、ハングリーで勤労意欲の高い労働者と、自ら汗を流すことをいとわない真面目な経営者がいなければ不可能である。現在の中国の労働者は無報酬の改善運動などは絶対にやらないし、経営者は虚業にうつつを抜かし現場に入らない。現在の中国人のようなモラルの低い労働者と経営者では、産業構造の転換は不可能である。また他力依存では、猿真似はできても現場からの独創的技術は絶対に生まれない。

④二人っ子政策へ転換か？

中国政府は１９８０年代以降、「一人っ子政策」を厳格に実施してきた。実施に当たっては、将来、「年齢構造の老化と労働力不足を引き起こすかどうか」などの問題点が、真剣に検討された。しかし「もし労働人口不足という事態になっても、そのとき二人っ子政策に切り替えればよい」という楽観的な予測をもとに、「一人っ子政策」が実施されることになった。それから３０年余、中国社会は予想をはるかに超えたスピードで少子高齢化社会に突入してきた。上海市では「一人っ子」の親世代が６０歳代にさしかかり、その世代が夫婦または一人で暮らす人の割合は４０％近くに達し、今後の高齢化にともない、「独居老人」の増加が避けられないという深刻な問題を抱えるようになっている。この現象はやがて中国全土に波及するに違いない。

最近、巷では「二人っ子政策」に転換するべきだという声が上がるようになってきた。９／１０、広東省政府は中央政府に対し、「二人っ子政策」の試験的導入を正式に申請した。承認されれば、夫婦のどちらかが一人っ子の場合、子供を二人産めるようになるという。そしてそれは少子高齢化社会を食い止める切り札になると思われている。ところが政策の変更だけでは、事態が打開できないという声もある。上海での調査では、若年世代の夫婦の４５％は経済的理由から第２子を望んでいないというからである。おそらく「二人っ子政策」に転換しても、期待している効果は現れないに違いない。このまま中国で少子高齢化が進めば、中国の人手不足はますます深刻となり、中国社会発展の桎梏となる。
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中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
１．「忘れられた王国」　２．「中国東北部の“昭和”を歩く」　３．「軍艦島に耳を澄ませば」　４．「中国が読んだ現代思想」　５．「本に寄り添う」　

１．「忘れられた王国」　　ピーター・グラード著　　由井格監修／佐藤維訳　　社会評論社　　６月２５日

副題　：　「１９３０～４０年代の香格里拉・麗江」

帯の言葉：「１９４０年代、中国工業合作社の若きオルガナイザーが活動拠点とした雲南省麗江の少数民族の生活・風俗・文化の記録」

　この本はチベット民族問題に関心のある人にとっては、文中の随所で１９４０年代のチベットの状況が浮き彫りにされているので、研究の格好の材料となること請け合いである。しかしおそらくこの本は、少数のマニアにしか売れず、この本の出版関係者に大きな利益をもたらさないだろう。それを承知の上で、この本を刊行された関係者に敬意を表すると同時に深く感謝する次第である。

著者のピーター・グラード氏は、２０世紀初頭のロシアで生まれモスクワで育った（一時期はパリ）ロシア人である。彼はロシア革命の動乱に巻き込まれ、母と共に故国を棄て、ウラジオストック経由で上海に逃げ、杭州の道観で修業し、その後中国内で幾多の職業に就き生き抜いたという変わり種である。この生き方を聞いただけでも驚嘆に値するが、グラード氏はさらに中国工業合作社のオルガナイザーとしての職を得て、雲南省の麗江市に赴任する。そこで納西族やチベット族など多くの少数民族と触れあい、合作社を成功させていく。さらに最後は共産党の麗江市の「解放」と共に、そこを去って行く。グラード氏はこの本で、彼が接触し肌で感じた多くの少数民族を生き生きと描き出している。なお彼は医術の心得があり、それを活用して多くの少数民族に溶け込んで行った。近代中国の歴史の裏側を楽しく生き抜いたロシア人の生き様はおもしろい。

グラード氏はチベット族について、次のように書いている。一つの見方として、それは大いに参考になる。

・中国の沿岸部は日本の占領下にあり、ビルマも早々に陥落していた。したがって、中国が外国との通商を図るための交易都市は、二つしか残されていなかった。雲南省の麗江と西康省の康定である。仕入れ先はカリンボンで、そこまではカルカッタとボンベイから鉄道で運ばれた。一大中継基地となったのはラサで、生粋の商人と化したチベット政府、ラマ僧、僧院長、庶民は千載一遇の好機が目の前に転がっているのを一瞬でも逃すまいとしていた。使える資金が瞬く間に集められだけ集められた。聞くところによると、ダライ・ラマの莫大な個人資産まで莫大な利益の上がる事業に注ぎ込まれた。

・カム地方には強盗や無法者の集団が蔓延っていた。チベットと中国による二重支配が悪い方に働き、こうした好ましからざる者たちを生み出していた。…（略）。カムパがすべて強盗というわけではない。多くは信頼のおける者たちだった。チベットの強盗団は代々それを生業としていて、たいていは特定の部族や一族の者に限られていた。正確な情報が不足しているせいで、チベットと言えば、単一民族で、習慣や宗教を同じくし、言語や服装も一緒で、みなダライ・ラマに固い忠誠を誓っていると思われていた。だが実際は違っていた。たくさんの民族や集団にこまごまと別れていて、封建制度に基づいた王国や公国を作り、中央政府に忠誠を誓い、聖なる存在であるダライ・ラマに、兵士を差し出し、年貢や豪華な贈り物を送ることによって承認を得ていた。…（略）。木里、ボンディラ、理塘はチベット族だけが住んでいたわけではないが、みな熱心なラマ教信者で、続々と産出される金は、為政者のもとへ運ばれ、引いてはダライ・ラマの財産となった。

・チベット人は本来激しやすく、熱しやすい民族だし、熱烈な宗教心の発露から僧侶になった者は少なく、大多数は神権政治体制の中で安全と地位を約束してくれる唯一の道を実情に即して選んでいるだけだった。息子がふたりかそれ以上いる家庭なら、ひとりをラマの寺院へ修行に出すが、期待や動機の面で言えば、西洋の貧しい家庭が息子を大学に送るのと同じだった。チベットは見事に民主化された国だった。政府組織は神権政治を忠実に行い、貧しさが出世に支障をきたすことはなく、頭脳明晰で強い意志さえあれば、チベット王国の最高位に就けた。

　またグラード氏は黒イ族について、その凶暴な生態を詳細に書いている。下記にその一部を抜粋しておく。この黒イ族はまたの名をロロ族と言い、紅軍は長征中、劉伯承総参謀長の機転により、ロロ族の部族長の小葉丹と鶏の血をすすり、義兄弟の契りを結び、この地を無事に通ったという。

・戦場での黒イ族は狂暴で残忍、死や苦痛を喜び、戦術に長け、電光石火の奇襲攻撃は中国西部からタイ国境までの全ての民族を震え上がらせた。

・貴族階級である黒イ族は厳しい階級制度を守り、重大な違反はときに死を持って償わせた。男女とも耕作や卑しいと考える仕事は一切行わず、食事の給仕すらしなかった。男は幼少のころから戦闘術を学び、女は羊毛を紡ぎ、チャルワを織り、服を縫い刺繍を入れ、家庭を守った。だが、他の仕事はすべて古代スパルタでいうところのヘロットである奴隷である白イ族が行った。

・黒イ族は中国から送り込まれる討伐隊を喜び勇んで迎え撃った。騙したり、謀ったりして、討伐隊を森林や山間の道に誘い込み、待ち伏せ攻撃をした。古くから、中国はことあるごとに黒イ族に攻撃を仕掛けて来た。しかし戦いに終止符を打てず、一度として、打ち負かしたり、敗走させたりすることができなかった。

中国建国前に、グラード氏は麗江で合作社のオルガナイザーをやっていたという。その合作社について、監修者の由井氏は解説で下記のように書いている。これもまた非常に貴重な指摘を含んでいる。

・近代中国の協同組合運動は、１９１９年の「上海国民合作貯蓄銀行」からはじまるといえる。２０年末になると、２７年に成立した国民党政府による農村改革を視野に入れた協同組合運動が開始されるが、実権を富農地主層に握られたため発展しなかった（共産党の解放区では、手工業者、農民の組織化の機関となり、５８年以後人民公社に発展）。

・１９３７年８月、日本軍は上海で軍事行動を起こし、上海の工場に大打撃を与えた。当時、国際協同組合連合とも連携していたニュージーランド人レウィ・アレイは、…（略）日本軍の破壊から中国の産業を守り、労働者を守るため、日本軍の手の届かない地域への工場の移転と、民主的企業＝工業合作社の建設を呼びかけた。３８年日中戦争が激化してくると、アレイは抗日戦争支援のため宋美齢と相談し、中国工業合作社本部に加入するため漢口に移った。アレイは３９年には延安で毛沢東と会談し、陝西省中国共産党支配地域での合作社創設にも大きな貢献をした。

２．「中国東北部の“昭和”を歩く」　　鄭銀淑著　　東洋経済新報社　　７月２８日

副題　：　「延辺、長春、瀋陽、大連　韓国人が見た旧満州」

帯の言葉　：　「日本人、朝鮮人、中国人はどんな暮らしをしていたのか？　間島・新京・奉天・大連・旅順

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戦争を知らない世代が見た旧満州の残像」

この本の著者の鄭銀淑氏は１９６７年生まれの韓国人であり、日本に留学し日本語を学び、現在はソウルで執筆、翻訳、取材コーディネートを行っている。その若き鄭氏が、旧満州を歩き、韓国人の目から見た当時の残像を描き出したのが、この本である。彼女は、はじめにで、「日本には旧満州に関する多くの書物がある。この本が既存の本と違うのは、“２等国民”だった朝鮮人には満州がどのように見えていたのかを意識して書いた紀行文である点だ」と書いている。以下に本文中のそのような部分を抜き出して紹介する。鄭氏の若さのせいか、この本は深みに欠けるが、現代韓国人の旧満州観を知るには価値のある１冊である。また鄭氏は本文中で「１００年前の民族大移動、１００年後の民族大移動」という文章を書いている。これは民族問題と経済問題が密接不可分な関係にあうことを理解する上で、たいへん参考になる文章だと思う。

・「朝鮮人は２等国民だった。１等国民は日本人で、３等国民は中国人だ。食糧配給だけをみても、日本人・朝鮮人・中国人の間には差があった」。

・「青森県から１０戸の日本人が渡って来ました。日本の開拓団は満州で大変な苦労をしたといいますが、国から服が支給されるなど、朝鮮人に比べれば恵まれていましたよ。彼らはまるで軍人のような規則正しい生活をしていた記憶があります」。

・一方、「１等国民」の地位を享受した日本人にも苦労はあったようだ。生活の面で、他民族に対してすべてが模範にならなければならないという息苦しさがあったという。

・「中国人たちは、朝鮮人移民は日本の大陸侵略のアブザビ（走狗＝手先）だと信じていた。これは国民党系であれ、共産党系であれ、満州内の中国人たちの朝鮮人に対する一般的な見解だった」。

・「満州の朝鮮人は、日本人と中国人の間にはさまれて大変でした。中国人は朝鮮人を日本の走狗という意味で、“コッリバンズ”と罵りました」。“コッリ”は「高麗」、“バンズ”は「棒」を意味する中国語。日本人、中国人、朝鮮人など多様な民族が共存した満州で、日本人と中国人の間にはさまれて通訳などをするのは、両方の言葉ができる朝鮮族が多かった。一説によれば、中国と日本をつなぐ棒という意味で“コッリバンズ”と呼ばれたという。必ずしもいい意味ではなく、「日本の走狗」と同様に否定的に使われたようだ。

・この話を知った私は、満州政府が「理想」のために建てようとした宮殿を完成させて使っている中国人の実用主義的な歴史観に驚かされた。これは長春をはじめ旧満州の大都市に多くの満州時代の建築物がそのまま使われていることと無関係ではないだろう。建物には何の罪もないけれど、多くの建物を「過去の清算」、「消したい歴史の傷」の対象として撤去した、かつての韓国とはずいぶん違う。

・当時、朝鮮社会では「満州でアヘンで儲けた」という話がよく聞かれたという。貧しかった朝鮮人が金になるアヘンの生産と密売に多く関わっていたという話は事実として伝えられている。朝鮮人のアヘン密売は日本の「アヘン政策」遂行過程で利用された面もあったが、朝鮮人に対するネガティブなイメージを生み、批難の対象にもなった。

・毎年９月１８日になると「勿忘国恥（この屈辱の日を決して忘れまい）」を趣旨とする記念行事が全国で開催され、反日示威運動が行われる。「３・１節（独立万歳運動の日）」、「光復節」は韓国人ならだれでも記憶している記念日だが、「庚戌国辱」を覚えている人は少ない。韓国と中国では、歴史の受け止め方が違うのだろう。

・初期の移民は、稲作の経験のない朝鮮北部の農民が多かったため、畑作をした。その後、咸鏡南道定平郡や朝鮮南部から稲作を知る移民が入ってくると、渓谷の湿地や水利に便利な場所に水田が開かれ、稲作が盛んになった。手つかずの沼地や窪地を水田に変え、東北の寒さを乗り越えて、稲作を成功させた朝鮮人を見て、中国人は驚いたという。打ち捨てられた土地、何の役にも立たなさそうな土地が、豆やトウモロコシなどの雑穀よりもずっと儲けになる米がとれる肥沃な土地に変わっていったのである。稲作を知らなかった中国人も、朝鮮人から学び始めたり、小作人として雇ったりした。東北地方の近代稲作は、朝鮮人たちによって始まり、盛んになったと言っても過言ではない。

なお鄭氏は第２章で、私の工場のある吉林省延辺朝鮮族自治州琿春市を取り上げ、北朝鮮との国境にある「圏河税関」を訪ね、タクシー運転手からの聞き取りとして、「私はいつもここから北朝鮮に入ったんです。羅津・先鋒までは５０キロですが、舗装されていないので２時間くらいかかります。羅津はすごいですよ。カジノホテルがあって、多くの人が遊びに行ったものですが、今はなくなったようです。体を売る女性もいましたね」という話を紹介している。鄭氏の文章はこれで終わっているので、私がこの話をもう少し補足しておく。カジノホテルは香港資本の経営であり、お客は中国政府の役人が多く、そこがあまりにも有名となり、公金を大損する地方政府の役人が続出したので、中央政府が彼らを北朝鮮へ出国禁止政策を取ったため、ホテルの客が激減し、５年ほど前に閉鎖に追い込まれたのである。さらに言えば、そこで売春をしていたのは瀋陽出身の中国人女性がほとんどだった。鄭氏にはここまで突っ込んで書いて欲しかった。これが鄭氏のこの本の記述の限界であると認識した方がよいかもしれない。

さらに鄭氏は「琿春事件」について言及している。「琿春事件」とは、１９２０年１０月に４００余人の馬賊団が琿春を襲い、日本領事館や商店を焼き討ちし、１００人余りを拉致した事件である。鄭氏は、事件後ただちに日本は、「“日本人の人命と財産を保護する”と言う名目で、中国当局との事前交渉や連絡もないまま大規模な兵力を投入し、朝鮮人の反日運動を弾圧する理由を手にしたのだ。この絶妙なタイミングゆえ、琿春事件には裏があると言われている。韓国では、この“事件”が日本によって周到に準備されたという説が唱えられている」と書いている。ちなみにこの「琿春事件」について最近の研究では、「日本軍の陰謀はなかった」というのが定説となっており、韓国人の研究者の間でも、「あれは馬賊の襲撃であった」と言われている。

また鄭氏は本文中で、図們市の「ソ連紅軍烈士碑」、龍井市の「加藤清正公兀良号哈政伐追思碑」、延吉市の「１５万ウォン奪取事件」現場、大連市の「旅順日俄監獄旧址博物館」などを紹介しているが、私はまだそれらを見たことがないので、できるだけ早い機会に見に行きたいと思っている。

３．「軍艦島に耳を澄ませば」　　長崎在日朝鮮人の人権を守る会　　社会評論社　　７月３１日
副題　：　「端島に強制連行された朝鮮人・中国人の記録」

この本は戦時中に、端島に強制連行された朝鮮人・中国人の記録集である。このところ旧満州や太平洋戦争に関する本が多く出版されるようになっており、今まで隠されていた事実が掘り起こされ、証言として語られるようになってきた。シベリアに抑留され「酷使」されて死んでいった多くの日本人の被害者としての状況なども、当事者たちの証言とともに明るみに出てきた。この本は戦時中の日本人の加害者としての蛮行を赤裸々に告発している。多くの読者の目に触れてもらいたい１冊である。そして現代に生きる私たちは、歴史を真摯にながめ、被害者としも加害者としても、再びこのような愚行を繰り返さないために、何を為さねばならないかを真剣に考えなければならないと思う。以下に本文中から、要点を抜粋して紹介する。

・三菱（岩崎弥太郎）は明治１４年に高島炭鉱をその所有とした。１８９０年９月１１日に、この端島を金１０万円で買収。

・１９５５年をピークに，石炭業界は慢性的な不況に陥り、１９７４年１月１５日の端島鉱は閉山という形で終わった。

・今や無人島の端島。遠く見れば戦艦「土佐」に似ているとかで、「軍艦島」の異名を持つこの小島は、長崎港の沖合に浮かぶ島々の、とりわけ小さな一つの島に過ぎない。周囲わずか１．２km。それを高さ１０m余りのコンクリートの防波堤が取り囲み、島全体に高低のビルが所狭しと林立する様は、まさしく軍艦さながらの不気味な「緑なき島」である。

・地図で見ると端島は豆粒ほどに小さい。この島に戦時中約５００名の朝鮮人がいた。その数は隣島の高島と比べても７分の１に過ぎない。しかし、この端島での朝鮮人の生と死のすべてが私たちに問いかける意味は重く、端島は日本全土、全戦域を写し出す鏡と言えると思う。かつてのあらゆる産業、軍事地点に強制動員され消耗品のように使い果たされた朝鮮人の血と涙の生と死は軍艦島、地獄島との異名を持つこの端島に凝縮された姿を見いだすことができよう。

・端島の歴史から強制連行、強制労働の史実を消し去ることはできない。私たちは「軍艦島」の《世界遺産》化に反対するものではないが、戦時中の暴虐の歴史を隠蔽してその実現を図ろうとする風潮を容認することはできない。《近代化産業遺産》というとき、日本の近代化が侵略と表裏一体であったことを忘れてはいけない。端島はその近代日本の縮図と言っても過言ではない島である。また《世界遺産》とは、アウシュビッツがそうであるように、歴史の暗部をも教訓として普遍的な価値とするものであり、正しい歴視認識を踏まえない限り《世界遺産》への登録はありえないことである。

・１９８３年７月の時点で、私たちは、日本の敗戦前後で強制労働させられていた朝鮮人および中国人捕虜たちは約７５０名と推定している（朝鮮人５００名、中国人２５０名）。

・日本は今や世界第２位の経済大国にのし上がったが、それは名もないアジアの人々の犠牲の上に成り立ったものであり、端島という絶海の孤島に連れ込まれて連日連夜「酷使」「虐待」に明け暮れ「残酷死」した、これらの罪のない中国人の犠牲を押さえ込んで、それに対する過ちを認めず、反省もせず、戦後を突っ走ってきたからである。朝鮮と台湾を植民地支配し、中国、東南アジア等を侵略しつづけて、その過程で大量の中国人を日本に強制連行し、強制労働させ、悲惨な死に追い込んでいった。このようにして日本政府、独占資本三菱に殺された中国人労働者に対して、政府と国会と企業は正式に侵略、植民地化、奴隷労働、虐待死への謝罪と反省を表明し、具体的な賠償、補償を行い、平和と非戦を誓うべきである。

４．「中国が読んだ現代思想」　　王前著　　講談社選書メチエ　　６月１０日
副題　：　「サルトルからデリダ、シュミット、ロールズまで」

帯の言葉　：　「日本の１２０年を３０年で駆け抜ける！　貪欲な受容と激しい思考」

この本は難解である。哲学に素養のない私には、読み通すだけでもかなりたいへんであった。したがってこの本の内容がしっかり理解できたわけではない。しかし文革以後の、中国の思想界の動きについて、おぼろげながら理解することができた。著者の王前氏は、１９８０年代にヒューマニズムを希求する中国思想界に一大サルトルブームが起きたと言い、「何と言っても、あの何でも学ぼうというエネルギッシュな姿勢は凄まじかった。当時の人々の口癖は“文革などによって失われた歳月を取り戻したい”であり、みんな貪欲に知識や思想の吸収に励んでいた。当時の公立図書館は早く行かないと入れないぐらい、いつも勉強に励む人で埋まっていた」と回想している。その後天安門事件を経て、その風潮は大きく転換し、「１９９２年の鄧小平の“南巡講話”を境に、GDP増加という目標を目指して脇目も振らずに猛進し始めたのは周知の通りである。だが、経済発展と連動する形で拝金主義が蔓延し、国民のモラルの低下が嘆かれている。イデオロギーは国を統治する正式の思想としての地位は失っていないが、普通の民衆にとっては、マルクスやエンゲルスは遠い世界の偉人で、自分たちにとって重要なのは、経済でありお金である。役人は評価されたければ、いちばん目に見える成果はGDPである。これがこの時代の雰囲気であり、価値観の中核である」と述懐している。

王氏は、エピローグで「この２、３年間中国の論壇を騒がせている話題の一つは、中国式発展モデル、すなわち“中国モデル”があるのか、あればその特徴は何なのかという議論である」と書き、「中国のこの３０年間の思想界の努力もその過渡期から抜け出すための重要な一環である。どんな結果が生まれるか、どんな新しい思想が中国に現れるか、言うのは時期尚早だろう。困難も伴うだろうが、これまでのような経済発展が止まらない限り、普遍的な価値観を導入しつつ、少しずつ中国社会がより開かれた世界となれば、また新しい展開が見られるはずである。筆者はそこに賭けて、希望を見出したい」と結んでいる。私はこの筆者の願いがわからないでもないが、天安門広場の孔子像のおそまつな顛末から考えれば、中国思想界の新たな展開には、まだ相当な時間が必要なのではないかと思う。

５．「本に寄り添う」　　張競著　　ピラールプレス　　５月２８日

帯の言葉　：　「読み巧者の中国人比較文学者が、１３年の間に書いた書評を集大成。

　　　　　　　中国関係の本はもとより、さまざまな分野の本を紹介・批評した本書は、世界をもっと広げるための“知”の読書案内である」

この本は中国人の張競氏の書評集である。この書評を通じて披瀝されている張氏の思想からは学ぶべきものも多い。ただし張氏は「政治には興味がない」と言い切り、この本で取り上げているのは文芸書・哲学書の類がほとんどである。私にはこの種の書評集を発刊する意味がよくわからないし、またこの本がたくさん売れて、著者も出版社も大儲けできるとは、とても思えない。

張氏は、あとがきで、「書評の目的は読者に読む気を起こさせ、本屋で購入させることである」と書き、続けて「内容批評は書評のかなめの部分であり、評者の力量が問われるところである。貶すのは簡単だが、良いところを見つけ出すのは難しい。不足点の指摘は本来望ましい。ただメディアの影響の大きさを考えると、むきだしの言葉で批判するのも考え物であろう。第一、日本の精神風土にふさわしくない。ましてや罵詈雑言はもってのほかである。鋭い批判をいかに柔らかな表現で包み込むかはつねに大きな課題となる。だが春秋の筆法がどこまで真の意味を伝達できるかが問題であろう」と記している。

私が粗削りな読後雑感を書き続けているのは、毎月、洪水のごとくに発刊される中国関連本について、読者各位に選択材料を提供するためである。私の文章は独断と偏見に満ちた悪文であり、「鋭い批判を柔らかい表現で包む」というような高尚なものではない。私にはそんな能力もないし、それを推敲している時間もない。いつも悪文で申し訳ないと思っているが、とにかく時間との勝負だと思っているので、ご容赦願いたい。こんな悪文でも、先日、ある大学の先生から、「労作なので、これをまとめて出版したらどうか」とのお声をかけていただいた。私は本当にうれしかった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】

	
	①

実質GDP増加率

(%)
	②

工業付加価値増加率(%)
	③

消費財

小売総

額増加率(%)
	④

消費者

物価指

数上昇率(%)
	⑤

都市固定資産投資増加率(%)
	⑥

貿易収支

(億㌦)
	⑦

輸　出

増加率(%)
	⑧

輸　入

増加率(%)
	⑨

外国直

接投資

件数の増加率

(%)
	⑩

外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪

貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫

人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	8月
	
	12.3
	15.4
	▲1.2
	(33.0)
	157
	▲23.4
	▲17.0
	▲2.05
	7.0
	28.5
	31.6

	9月
	8.9
	13.9
	15.5
	▲0.8
	(33.4)
	129
	▲15.2
	▲3.5
	10.6
	18.9
	29.3
	31.7

	10月
	
	16.1
	16.2
	▲0.5
	(33.1)
	240
	▲13.8
	▲6.4
	▲6.2
	5.7
	29.5
	31.7

	11月
	
	19.2
	15.8
	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	1月
	
	
	
	1.5
	
	142
	21.0
	85.6
	24.7
	7.8
	26.0
	29.3

	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6

	9月
	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9

	2011年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.9
	23.7
	65
	37.7
	51.4
	16.6
	11.4
	17.3
	16.9

	2月
	
	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2

	4月
	
	13.4
	17.1
	5.3
	37.2
	114
	29.8
	22.0
	8.2
	15.2
	15.4
	15.8

	5月
	
	13.3
	16.9
	5.5
	33.6
	130
	19.3
	28.4
	12.1
	13.4
	15.1
	15.4

	6月
	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2

	7月
	
	14.0
	17.2
	6.5
	27.7
	315
	20.3
	23.0
	2.7
	19.8
	14.7
	15.0

	8月
	
	13.5
	17.0
	6.2
	33.4
	178
	24.4
	30.4
	6.4
	11.1
	13.6
	14.8


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。































 1
 3

